
２．アカデミックキャリアパスについて
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若手任期付研究者
（ポスドク・特任助教等） 中堅・シニア研究者博士前期課程

（修士） 博士後期課程 テニュアトラック
任期付 テニュア学生 40歳～30歳～25歳～ 50歳～

74,367人
(H30) ポスドク 15,910人

(H27実績)

うち進路状況
・ポスドクを継続11,118人
・大学教員1,549人
・それ以外3,243人

助教
42,699人

(H30)

准教授
44,133人

(H30)

教授
69,724人

(H30)
163,100人

(H30)

任期有：56.0%
任期無：44.0%

任期有：18.8%
任期無：81.2%

任期有：11.7%
任期無：88.3%

「大学教員の雇用状況に関する調査－学術研究懇談会（RU11）の大学群における教員の任期と雇用財源について－」（2015年９月）

出典：学校基本調査 出典：学校基本調査

ＲＵ１１における教員（助教・准教授・教授）の任期の有無（Ｈ２5)

出典：学校基本調査

卒業者数約71,450人(H30)
うち
進学者約6,620人
一般企業等約46,500人
大学教員約500人
民間企業・公的研究機関研究者約2,820人

出典：学校基本調査を基に文部科学省作成

卒業者数約15,660人(H30)

出典：ポストドクター等の雇用・進路に関する調査
(2015年度実績)

うち
ポスドク約1,350人
大学教員約2,370人
一般企業等約2,610人
民間企業・公的機関研究者約2,350人
医師・薬剤師等約2,710人

出典：学校基本調査を基に文部科学省作成

大学教員2,370人
（+130人）

ポスドク 1,350人
（▲170人）

6,620人
（▲1320人）

○大学本務教員数は増加傾向
（12万1,105人（Ｈ元）→18万4,273人（Ｈ28））

○若手教員数は、横ばい（４万2,031人（Ｈ元）→４万3,153人（Ｈ28））

○４０歳未満の安定的ポストが減少

○若手教員のポストの減少

2.1 アカデミックキャリアパスについて（現状）
研究者のキャリアステージ（イメージ）

大学本務教員の雇用状況 研究大学の雇用状況
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若手研究者の
ポストの減少

任期付き 任期無し（テニュアトラック教員を含む）



[基本的な方針]
○研究者として順調なキャリアを積めば、博士号取得後１０～１５年頃までには任期のない
テニュアポストを得られること等により、長期的な展望を描くことができる環境の整備が重要。

○大学等において、持続可能な年齢構成の実現及び若手（博士号取得後１０～１５年
頃）の安定的ポストの重点化を図ることが重要であり、そのための政策誘導を行う。

[具体的な方策（検討中）]
 各国立大学における「中長期的な人事計画」の策定の促進
 研究大学（例えば、ＲＵ１１+重点支援③大学）においては、

・外部資金による若手研究者の（テニュア）ポスト確保奨励
・シニア（60歳以上）から若手研究者への人件費の支出を促進

 以下の取組を中心とした、政策誘導（インセンティブ）を検討
・競争的研究費や共同研究費の直接経費からのＰＩ人件費支出を可能とする見直し
（各大学におけるＰＩの研究環境整備、若手研究者をはじめとした多様かつ優秀な研究人材の確保を促進）
・若手研究者のポスト確保への取組状況による、運営費交付金の配分
・ポストドクター等の研究力向上やキャリア開発支援に関するガイドラインの策定

2.1 アカデミックキャリアパスについて（今後の方向性）
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１．調査の目的
若手研究者を取り巻く環境をより詳細に把握し、今後の施策の検討に資するため、研究大学において教育
研究活動に従事している教員について、年齢構成や任期の有無、雇用財源等の状況を把握する。

２．調査の概要
平成25年10月１日時点及び令和元年10月１日時点に在籍した教員の雇用状況について調査を行う。
（今回で２回目の調査であり、前回は平成19年10月１日時点及び平成25年10月１日時点に在籍した
者を対象に調査を実施）

３．調査対象機関
学術研究懇談会（RU11）を構成する大学、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援において重
点支援③にあたる大学（18大学）※

※「調査対象機関について」参照

2.2 「研究大学における教員の雇用状況に関する調査」の実施について
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調査対象機関について

RU11
（11大学）

千葉大学

東京農工大学

一橋大学

金沢大学

神戸大学

岡山大学

広島大学

慶應義塾大学

早稲田大学

※1：国立大学法人運営費交付金の重点支援における重点支援③にあたる16大学

重点支援③の16大学
（※1）

※調査対象：18大学

北海道大学

東北大学

筑波大学

東京大学

東京工業大学

名古屋大学

京都大学

大阪大学

九州大学
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教員における任期の有無と年齢別職位構成（暫定）

任期付き 任期無し（テニュアトラック含む）

N=36,737（人）
40歳未満：10,566（人）<28.8%>

N=37,255（人）
40歳未満：9,256（人）<24.8%>

○１８大学＊合計 ＊東京大学、北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京農工大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学、早稲田大学、慶応義塾大学

※暫定集計（令和2年7月31日時点）
（ 8月下旬に速報版を公表予定）
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○調査結果の概要（暫定）
・40歳未満の若手教員の人数が減少。
・40~59歳の中堅教員、60歳以上のシニア教員の人数が増加。
・40~59歳の中堅教員は、任期無しの教授の人数が大きく減少している
が、一部の職位を除き、多くの職位の人数が増加。

・60歳以上のシニア教員は、任期の有無に関わらず教授の人数が大きく増
加し、ほぼすべての職位の人数が増加。

○NISTEPによる分析
若手教員（40歳未満）の減少は、
・大学におけるテニュアの教員ポストの採用抑制に伴う任期無しポスト
の減少

・外部資金で雇用される任期付きの若手教員の減少
といったことが背景にあるものと考えられる。
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３．産業界へのキャリアパスについて
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○企業の研究者に占める博士号取得者の割合

出典：
（日本）総務省統計局「平成29年科学技術研究調査」
（米国）”NSF, SESTAT”
（その他の国）”OECD Science, Technology, and R&D Statistics”

以上のデータを基に文部科学省作成

16.3%

15.3%
14.6%

12.1%

10.1% 9.9%
9.4% 9.3%

8.8%
8.1%

7.1% 6.7%
6.2%

5.6% 5.5%

4.5% 4.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

○米国の上場企業の管理職等の最終学歴

○日本の企業役員等の最終学歴
（従業員500人以上）

17.4％ （15,600人）
【前回調査23.6%（24,900人）】

中卒・小卒

6.8％ （6,100人）
【前回調査】7.4%（7,800人）

高卒

1.7％ （1,500人）
【前回調査1.7%（1,800人）】

短大・高専、専門学校卒

67.8％ （60,700人）
【前回調査61.4%（64,900人）】

大卒

6.3％ （5,600人）
【前回調査5.9%（6,200人）】

大学院卒

40.9％38.0％38.4％うちMBA取得

0.0％9.8％3.0％四年制大卒未満
56.1％43.5％35.4％四年制大学卒

43.9％45.6％61.6％大学院修了

0.0％5.4％14.1%うちPhD取得

経理部長営業部長人事部長

3.1 博士号取得者の産業界等へのキャリアパスの強化について（現状①）

○ 我が国が今後も継続的にイノベーションを創出していくためには、社会を先導する資質・能力を持った
博士人材が、産業界等においても多様に活躍していくことが必要不可欠。

○ 他方、企業の研究者に占める博士号取得者の割合は、他国に比べ低い状況。
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